
 1

 
 
 

 

横浜みどりアップ計画の推進について 

  

横浜みどりアップ計画の推進にあたり、将来にわたって緑の総量の維持・向上を図るため、

新規・拡充施策や新たな制度等の活用、財源確保策等を検討してまいりました。 

今回、新たな税制案について広く市民の意見を把握するために実施した「横浜みどりアップ

計画の推進に向けた新たな税制案に対する市民意見募集」の結果についてご報告するとともに、

「横浜みどり税条例」、税の使途と及び使途の明確化の方策、市民参加の組織の設置について、

報告します。 

 

１ 横浜みどりアップ計画の推進に向けた新たな税制案に対する市民意見募集の結果について 

             ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【別紙】 

 

２ 横浜みどり税条例について 

 

(1) 趣旨 

   緑の保全及び創造に資する事業の充実を図るため、「横浜みどり税」として横浜市市税

条例に定める市民税の均等割の税率の特例を定めるとともに、固定資産税及び都市計画

税の特例措置について定めることを目的としています。 

 

(2) 横浜みどり税の概要 

ア 課税方式 

    市民税（個人・法人）均等割超過課税方式 

    ※ 市民税均等割への超過課税とは 

 現在、市民税では、地域社会の費用の一部を広く均等に市民の方に負担して

いただく趣旨で、均等割（個人 3,000 円、法人５～300 万円）を課税しています。

今回の超過課税は、その均等割に一定額（率）を上乗せする方法です。 

     【参考】市民税均等割が課されない方 

         所得が一定金額以下の方は、市民税均等割が課税されません。 

イ 税率 

（個人）年間 900 円 

（法人）現行の年間均等割額の９％相当額 

※ ただし、当初２年度間は利益計上のない法人を除きます。 

  （利益計上のない法人：全法人の約６割（平成 19 年度）） 

ウ 税収規模 

    約 24 億円（年平均） （個人 約 16 億円  法人 約８億円） 

エ 実施期間 

    平成 21 年度から５年間 

   （個人）平成 21 年度分から平成 25 年度分まで 

   （法人）平成 21 年４月１日（利益計上のない法人については、平成 23 年４月１日）

から平成 26 年３月 31 日までの間に開始する事業年度分 

オ 基金への積立て 

    税収相当額を「緑の保全及び創造に資する事業の充実を図るための基金（別途新設）」

へ積み立てます。 
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 (3) 緑化認定証の交付を受けた建築物の敷地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置 

 

ア 内容 

緑化地域制度や緑の環境をつくり育てる条例等に定める緑化基準を超えて５％以上、

上乗せして緑化を行い、横浜市建築物緑化認定証の交付を受けた建築物の敷地のうち、

一定の条件を満たすものについては、固定資産税・都市計画税の軽減措置を導入します。 

    既存、新設を問わず対象とし、導入により緑の保全と創造を推進していきます。 

 

イ 対象   

緑化地域制度等に伴う緑化基準を超えて５％以上の上乗せ緑化を行った建築物の敷

地。（敷地面積 500 ㎡以上で緑化認定証の交付を受けたものに限ります。） 

 

  [緑化基準]        

(ｱ) 緑の環境をつくり育て 

る条例 

 

 

                     

 

(ｲ) 横浜市開発事業の調整 

等に関する条例 

 

斜面地における地下室建築物 建築敷地の１０％ 

 

(ｳ) 緑化地域 

 

(ｴ) 横浜市工場立地法地域 

準則条例 

 

 

 

 

    ウ 条件     

平成２１年４月１日から平成２５年１２月３１日までの間に、緑化部分全体を 

１０年間保全する契約を本市と締結しているもの 

 

エ 軽減期間 

  当該契約を締結した日の属する年の翌年の１月１日を賦課期日とする年度から 

１０年度分 

 

オ 軽減額   上乗せ緑化部分に相当する税額の1/4 

 

カ 対象面積  約 ３０ha 

 

キ 軽減規模  約 ０.５億円/年 

敷地面積 500 ㎡～1,000 ㎡未満 1,000 ㎡以上 

用途地域 
商業系 

用途地域

その他の 

用途地域 

商業系 

用途地域 

その他の

用途地域

工場等 ５% ５% １０% １５% 

工場等以外 ５% ５% ５% １０% 

開発事業面積 500～1,000 ㎡ 1,000 ㎡以上 

商業系用途地域 ５% ５% 

その他の用途地域 ５% １０% 

住居系用途地域 １０% 

工業専用地域 

工業地域 
１５% 

準工業地域 ２０% 

金沢地先埋立地再開発用地 １３% 

その他の区域 ２５% 
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【参考１】緑化認定証交付建築物敷地の軽減措置のモデルケース 

（事例）敷地面積５００㎡・緑化基準１０％・実際の緑化面積７５㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 指定された農業用施設用地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置 

 

ア 目的 

    農業経営上不可欠な農業用施設用地の固定資産税・都市計画税の負担軽減を図り、農

業経営の安定と農地保全を推進します。 

イ 対象 

農家の敷地内等にある農業用施設の用に供する土地 

（農業用施設用地） 

ウ 条件 

平成 21 年４月１日から平成 25 年 12 月 31 日までの間に、所有農地等を 10 年以上耕

作すること及び当該農業用施設を 10 年間継続して利用する契約を本市と締結し、当該

施設の敷地として指定を受けているもの 

エ 税軽減内容 

(ｱ) 軽減税目  固定資産税、都市計画税 

(ｲ) 軽減額   一般の農業用施設用地の税額との差額相当分 

住宅敷地等と同じ宅地課税となるため、敷地外にある一般の農業用施設用地と比

較して税負担が高い。 

(ｳ) 軽減期間 

  当該契約を締結し、指定を受けた日の属する年の翌年の１月１日を賦課期日とする

年度から 10 年度分 

(ｴ) 対象面積  約 30ha 

(ｵ) 軽減規模  約１億円/年 

 

 

 

 

 

＜主な軽減要件＞ 

・基準緑化部分：５０㎡（敷地の１０％） 

・上乗せ緑化部分：２５㎡（５％以上に適合） 

・緑化部分全体：１０年間の保全契約締結 

＜軽減対象面積＞ 

・２５㎡ （全体緑化７５㎡－基準緑化５０㎡） 

実際の緑化面積75㎡のうち、基準緑化部分５０㎡を

差し引いた上乗せ緑化部分２５㎡が軽減対象。 

＜軽減額＞・25㎡に相当する税額の1/4が軽減対象。 

建築物 
 

基準緑化部分（50 ㎡） 上乗せ緑化部分（25 ㎡）
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【参考２】農業用施設用地の例 

 今回、軽減措置の対象となる農業用施設用地とは、農業振興地域の整備に関する法律

第３条第３号又は第４号に掲げる施設の敷地となります。具体的な例を挙げると、次の

とおりです。 

 

１ 農用地等の保全又は利用上必要な施設 

  農用地等における土壌浸しょく、地すべり等の災害を防止するために必要な溜池、

排水路、階段工、土留工、防風林等及び土地の農業上の効用を高めるために直接必要

なかんがい排水路、農道、牧道等の施設 

 

２ 耕作又は養畜の業務のために必要な農業用施設（１の施設を除く。）で次に掲げるも

の 

(1) 農産物集出荷施設、農産物貯蔵施設、畜舎、蚕室、温室、農産物調製施設その他

これらに類する農畜産物の生産、集荷、調製、貯蔵又は出荷の用に供する施設 

(2) 種苗貯蔵施設、農機具収納施設、たい肥舎その他これらに類する農業生産資材の

貯蔵又は保管（農業生産資材の販売の事業のための貯蔵又は保管を除く。）の用に供

する施設 

(3) 耕作又は養畜の業務を営む者が設置し、及び管理する次に掲げる施設 

  ア 主として、自己の生産する農畜産物を原料又は材料として使用する製造又は加

工の用に供する施設 

  イ 主として、自己の生産する農畜産物又は自己の生産する農畜産物を原料若しく

は材料として製造され若しくは加工されたものの販売の用に供する施設 

（４）廃棄された農産物又は廃棄された農業生産資材の処理の用に供する施設 

 

 

【参考３】農業用施設用地の軽減措置のモデルケース 
 

１ 想定事例 
  （市内農家のサンプル調査による標準モデル） 

(1) 農家の敷地全体の面積  ７４３㎡ 

(2) 農業用施設用地の面積  ２１５㎡ 

 

２ モデル計算例 

(1) 市街化調整区域 

ア 農家の敷地内の農業用施設用地 

(ｱ) １㎡当たりの税額 

 ３２２円/㎡（固定資産税） 

(ｲ) 農業用施設用地部分に相当する税額 

 ６９,２３０円（＝322 円/㎡×215 ㎡） 

イ 一般の農業用施設用地 

(ｱ) １㎡当たりの固定資産税額 

 ３０円/㎡（固定資産税） 

(ｲ) 農業用施設用地の税額 

 ６,４５０円（＝30 円/㎡×215 ㎡） 

ウ 税負担の差 

 ６２,７８０円（＝69,230 円－6,450 円 １㎡当たりの差額：292 円/㎡） 

○農家の敷地内にある農業用施設用地の例 

○一般の農業用施設用地の例 

道 路 

農家住宅 
農業用

施設 

農家の敷地全体（743 ㎡） 

（215 ㎡） 

道 路 

農業用

施設 畑 畑 

（215 ㎡） 
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(2) 市街化区域 

ア 農家の敷地内の農業用施設用地 

(ｱ) １㎡当たりの税額 

 ４２４円/㎡（固定資産税：322 円/㎡、都市計画税：102 円/㎡） 

(ｲ) 農業用施設用地部分に相当する税額 

 ９１,１６０円（＝424 円/㎡×215 ㎡） 

イ 一般の農業用施設用地 

(ｱ) １㎡当たりの固定資産税額 

 ３６円/㎡（固定資産税：30 円/㎡、都市計画税：6円/㎡） 

(ｲ) 農業用施設用地の税額 

 ７,７４０円（＝36 円/㎡×215 ㎡） 

ウ 税負担の差 

 ８３,４２０円（＝91,160 円－7,740 円 １㎡当たりの差額：388 円/㎡） 

 ※ 税額は、平成 20 年度固定資産概要調書の数値を参考に試算した。 

※ 市街化区域の税額については、農業用施設用地の立地条件等を考慮し、市街化調整区域内に所在

する宅地とおおむね同等と仮定して試算した。 

 

 

３ 税収の使途と使途の明確化の方策について 

 

(1) 税収の使途について 

 

  「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」（素案）のうち、 

① 公有地化等樹林地・農地の保全 

② 緑化の推進 

③ 維持管理の充実による緑の質の向上 

④ 市民参加の促進 

などの事業に充てます。 

なお、税率の引き下げに伴う影響（財源不足）については、事業の内容や優先度を見極

めながら、以下のとおり、事業手法の工夫による財源確保や実施期間の一部延伸等を検討

するとともに、緑の総量アップ等に直接効果のある樹林地の買取や農地保全、緑化の推進

などの事業については財源を優先的に確保することで、「横浜みどりアップ計画（新規・

拡充施策）」（素案）の根幹を損なうことなく事業を推進してまいります。 

 

① 農園付公園整備事業（借地公園）や市民農園用地取得事業については、事業手法の

工夫により国庫補助事業とする方向で検討します。 

 

② 緑地再生・管理事業については、緑地保全指定と同年度に実施を予定していました

が、翌年度の実施に延伸します。その期間を活かして、市民協働による維持管理活動

の組織づくりや計画づくりの充実化を図ります。 
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(2)  使途の明確化の方策について 

 

横浜みどり税の税収分の使途等を明らかにするために、税収の管理と年度間の財源調整

を行うための「基金」を設置することとし、「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」

全体を対象とした「特別会計」を設置する方向で検討をすすめています。 

 

 

■ 基金及び特別会計のイメージ 

 

「基金」 

横浜みどり税は、市民税の超過課税の形でご負担をお願いするものですが、その

税収の使いみちは「横浜みどりアップ計画 新規・拡充施策」に限定されます。そ

こで、この税収を管理する基金を設置することにより、他の一般財源から明確に分

離するとともに、年度間の財源調整も行います。 

 

「特別会計」 

横浜みどり税の使途を明確にするためには、横浜みどり税を充当して実施する事

業のみならず、「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」全体について、その内

容や進捗状況を他の施策と分離して明らかにしていく必要があると考えています。

そこで、新たに、20 年度予算ベースによる既存事業費等を含めた「横浜みどりアッ

プ計画（新規・拡充施策）」全体を対象とする特別会計を設置して、横浜みどり税の

使途を明確にします。 

 

 

 

 

 特別会計 

（20 年度予算ベースの既存事業費

分等を含む「横浜みどりアップ計画

新規・拡充施策」の全体を対象とし

ます） 
一般会計 

歳 入 歳 出 

一
般
財
源 

横浜みどり税 

（市民税超過課税） 

基金からの 

繰入れ 
横浜みどり 

アップ計画 

新規・拡充施策

その他の税収等 
一般会計からの 

繰入れ 

 市債 

国庫補助金など 

 

 

基金 
積立 

繰出し

取崩し
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４ 市民参加の組織の設置について 

 

  税収の受け皿として基金を設置するとともに、その適正な運用に向けた市民意見反映の

しくみとして、市民参加の組織の設置について以下の方向で検討を進めています。 

 

(1) 目的 

基金の適正な運用を図るとともに、「横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）」（素案）

に掲げられた事業を効果的に推進するため、市民の視点から事業計画、事業進捗に対する

意見や提案等を行う組織を設置します。 

 

(2) 構成  

   公募市民をはじめ、緑の保全と創造に関わる団体の代表や有識者など幅広い参画による

組織構成を検討します。（概ね 10～20 人程度を想定） 

《参考：構成例》 

ア 公募市民：個人 

イ 関係団体：農業団体、経済団体、市民団体、ＮＰＯなど 

ウ 有 識 者  

 

(3) 主な活動内容 

税収の使途となる事業及び関連事業を含め、事業計画、実施状況等に対する意見や提案

等をいただき、計画への反映を図ります。 

また、施策の推進のためには、市民の参加・協働が不可欠であることから、上記会議の

公開開催や、HP 等広報媒体の活用、公募市民を中心とした情報発信等により、市民理解

を得ていく工夫についても検討を進めます。 

《参考：活動例》 

 ア 事業進捗や次年度計画に対する意見具申 

 イ 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の施策や達成状況に対する意見具申

ウ 緑の保全・創造施策、特に市民協働型事業への市民参画に向けた方策検討等 

エ 市民への情報発信 

 オ その他必要なこと 
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横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）の推進に向けた 

新たな税制案に対する市民意見募集の実施結果について 
 

 

 横浜みどりアップ計画の推進に向けた新たな税制案に対する市民意見募集の結果がまとまり

ましたので、提出されたご意見の概要とそれに対する現時点の考え方についてお知らせします。 

 

１ 市民意見募集の実施期間 

  平成 20 年 10月 18 日（土）から平成 20年 11月９日（日）まで  

 

 

２ 市民意見募集に付した新たな税制案の概要 

（１）課税方式 

   市民税（個人・法人）均等割超過課税方式 

（２）使途 

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）のうち、①公有地化等樹林地・ 
農地の保全、②緑化の推進、③維持管理の充実による緑の質の向上、④市民参画の 
促進など 16施策 31事業を市民税均等割超過課税によって実施 

（３）必要財源額 

   約 32 億円（単年度平均） 

（４）税率 

（個人）年間 1,100 円 
（法人）現行の年間均等割額の 11％相当額 

（資本金等の規模により 5,500～330,000 円） 

（５）実施期間 

 平成 21年度から５年間 
（個人）平成 21年度分から平成 25年度分まで 
（法人）平成 21年４月１日から平成 26年３月 31日の間に開始する事業年度分 

（６）使途の明確化と検証 

・ 超過課税による税収分を管理する基金を設置 
・ 関連事業の収支について、新たな税負担による財源と既存財源を区分して管理する 
特別会計の設置を検討 

・ 効果検証等に向け、市民、関係団体、有識者等からなる組織を設置 

（７）固定資産税等の軽減措置 

・ 緑化認定証の交付を受けた建築物敷地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置 
・ 農業用施設用地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置 

 
 
 
 
 
 

別紙 
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３ 市民意見募集に係る市民周知の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 区役所等やホームページでの新たな税制案の公表、広報紙の配布のほか、以下の取組を

実施 

【イベント】１５会場で広報紙を配布 

・ 区民まつり（西区・港南区・保土ヶ谷区・旭区・金沢区・港北区・青葉区・都筑区・

戸塚区・泉区）のほか、その他のイベント 5か所 

【新聞広告】７紙に広告を掲載 

日経新聞（10／24）、読売新聞（10／24）、産経新聞（10／25）、神奈川新聞（10／26）、 

朝日新聞（10／28）、毎日新聞（11／1）、東京新聞（11／1） 

【区役所出張説明会】１８区で実施 

・ 各区半日単位で出張説明会を実施 

【駅前ちらし配布】関内駅前（10／31）・桜木町駅前（11／5） 

・ 朝の通勤時間帯にチラシを配布（各 3千部） 

【団体・集会等への出張説明】 合計１２０団体 

・ 経済団体など 84団体への出張説明の実施 

・ 市連会、区連会（18区）、連合町内会 9か所、自治会・町内会 6か所、市民団体 2か所

への出張説明会の実施 

 

 

 

【公表・周知方法】 

（ア） 区役所、市民情報センター、行政運営調整局、環境創造局において、新たな税制案 

を公表 

（イ） 本市ホームページに新たな税制案を掲載 

（ウ） 周知用の広報紙（タブロイド版）を作成し、市内ＰＲボックス、緑化関係イベント 

（市内 11会場）等で配布 

（エ） 新聞に意見募集に関する広告を掲載 

（オ） 地域の団体、集会、会合への出張説明会の開催等 

当初予定 

充 実 

【周知用広報紙の拡充】4万部→11万 5千部 

・ タブロイド版・同コピー（約 9万 5千部） 

・ Ａ4版チラシ（約 2万部） 

【新たに加えた取組】 

・ 財政状況・行政改革に関するチラシを周知用広報紙に 

挟み込み 

・ 区役所出張説明会の実施 

・ 駅前チラシ配布の実施 

実施結果 
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４ 提出された文書の数 

提  出  方  法 提出された文書の数

郵 送 ・ 持 参 ４５７ 通 

フ ァ ク シ ミ リ １３４ 通 

Ｅ メ ー ル １２０ 通 

合     計 ７１１ 通 

 

５ 提出された文書の状況 

区       分 提出された文書の数

 税制案の導入に反対など、否定的な立場からの意見 ３６３ 通 

税制案の導入に賛成、やむを得ないなど、肯定的な立場 

からの意見 
１７８ 通 

税制案に対する否定的または肯定的な意見の記載がないも

の（施策の要望や提案などにとどまる意見など） 
１０３ 通 

税負担に肯定的ながら、税制案の修正を求める意見 ５０ 通 

 その他（市民周知の進め方など） １７ 通 

合     計 ７１１ 通 

 

 

 

６ 提出されたご意見の分野 

ご意見の分野 ご意見の件数 

横浜みどりアップ計画について ７６８ 件 

市民税（個人・法人）均等割超過課税について ７２０ 件 

行財政改革等、行政の内部努力について ２３６ 件 

固定資産税・都市計画税の軽減について ３３ 件 

その他（市民周知の進め方など）について １３６ 件 

合     計 １，８９３ 件 

再分類 
１通の文書に、複数の意見が記載されているものが多

くあるため、さらに意見内容ごとに区分し、再分類を行

いました。 
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７ 提出されたご意見とそれに対する現時点の考え方 

 

（１）横浜みどりアップ計画について 

 

ア 提出されたご意見の分類 

ご意見の分類 ご意見の件数 

緑の保全・創造、横浜みどりアップ計画の推進を支持し、 

または、施策を提案するご意見 
３７３ 件 

開発など、これまでの緑減少に対する行政の問題点等を 

指摘するご意見 
１４３ 件 

横浜みどりアップ計画に対する課題を指摘するご意見 １２８ 件 

規制の充実を求めるご意見 ７６ 件 

その他のご意見 ４８ 件 

合     計 ７６８ 件 

 

イ ご意見の主旨とそれに対する現時点の考え方 

(ア) 緑の保全・創造、横浜みどりアップ計画の推進を支持し、または、施策を提案する

ご意見（373件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 横浜みどりアップ計画に賛成。 

（137 件）

・ 樹林地を守る施策、農地を守る施策、

緑をつくる施策、いずれの施策も良い取

組であり、賛成。 

・ 年々減り続ける緑に歯止めをかけ、緑

の豊かな自然を次世代へ残すのは私た

ちの使命。 

・ 横浜みどりアップ計画に賛成。失われ

ていく緑は我々市民も一緒に考えＣＯ２

の削減、地球温暖化にも取り組んでいく

ことには大賛成。 

・ 緑が少なくなっており、増やすという

主旨は十分理解でき、反対はしない。 

・ 緑を保全することに大賛成。 

・ 横浜みどりアップ計画は人が人として

生きるためには理想的な計画と思う。 

等

 

 

 横浜の貴重な緑を次世代に継承するた

め、「樹林地を守る」「農地を守る」「緑を

つくる」の３つの柱で、横浜みどりアッ

プ計画（新規・拡充施策）の推進に努力

していきたいと考えています。 



 5

 普及啓発、環境教育について 

（19件）

・ 市民１人１人の認識が必要である。 

・ みどりアップが何故必要かということ

を訴えなければいけない。 

・ 未来を生きていく子供たちに自然が必

要だと教えるべきではないか。 

等

 

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）の推進にあたっては、市民や土地所

有者の理解と協力が重要であり、緑の重

要性や市民協働の必要性なども含め、施

策のさらなる具体化を図りながら、より

いっそうの周知、ＰＲを進めていきます。

維持管理について 

（10件）

・ 森林を増やして行くことも大切だが、

維持管理していくことの方が大切かと

考える。 

・ 所有者の維持管理には限界があり、税

制面での配慮が必要。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、緑地保全制度の拡充等

により、できる限り持ち続けていただけ

るように固定資産税の減免とともに、日

常の維持管理についても支援を図ること

としています。また、街路樹や公共施設

の維持管理についても拡充しており、適

切な維持管理に努めていくこととしてい

ます。 

 

 

 

市民協働について 

（24件）

・ 維持管理について、市民協働は大賛成。

・ 山林の荒廃は目にあまる。高齢化や継

承者無しの状態は、子供を含めたボラン

ティア活動を育てるべきである。 

・ 緑豊かな里山を守っていくためには、

ボランティア活動も大切。 

等

 

 

 

 

 

 

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、樹林地の維持管理や農

地の保全、緑化の推進など、市民との協

働を重視しながら取り組むこととしてい

ます。そのことから、市民への周知を適

切に図り、市民との協働を進めていきま

す。 
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樹林地保全施策について 

（27件） 

・ 市民の森のような自然を生かした空間

を造ってほしい。子供と散歩できるよう

に草とかもキレイに刈ってほしい。 

・ 緑地保存地域を広げる。 

・ 斜面緑地の保全が図られるよう望む。

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、保全した樹林地を維持

管理し、市民の散策など、生活の楽しみ

になるような様々な利活用を図ることと

しています。 

 また、緑地保全制度を重点的に周知す

ることで特別緑地保全地区等の指定を推

進し、土地所有者の税負担の軽減や維持

管理支援を図るとともに、相続等不測の

事態に対応した買取によって樹林地を保

全していく制度としています。 

 

 

 

相続対策について 

（21件）

・ 相続税対策を考慮してほしい。 

・ 農地や森林の所有者の相続が問題であ

る。国の税制との係わり合いがあるが市

として取り組む必要がある。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、特別緑地保全地区等の

指定をし、保有継続支援の上、相続等不

測の事態に対応した買取を行うこととし

ています。また、国に対しても、緑地保

全等に係る税制上の負担軽減措置の創

設・拡充等を要望していきます。 

 

 

 

農地保全施策について 

（29件） 

・ 農地を守ることは、食の安全を考える

時、是非取り上げてほしい。 

・ 地産地消の推進をエコの面からもとて

もよいと思うので、市としてもっと推進

してもらいたい。 

・ 食糧不足になりつつある昨今、観葉植

物を植えるより農業振興だ。 

等

 

 農地を守ることは横浜みどりアップ計

画（新規・拡充施策）（素案）の一つの柱

としており、地産地消など農業振興、農

地保全、担い手の育成などについても推

進していくこととしています。 
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緑化施策について 

（63件）

・ 緑が増える事は環境面で良い事。壁、

屋上等、特に学校施設で継続性のある事

業を行っていただきたい。 

・ 都市部に緑が欲しい。 

・ 「守る」もいいが、やはり増やす、つ

くるに力点が必要だと思う。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、市街地等における緑

化を進めていくこととしています。公共

施設や民有地の緑化を地域ぐるみで進

める「地域緑のまちづくり」や、民有地

の屋上・壁面緑化や生垣緑化などへの助

成の拡充、また、保育園や幼稚園、学校

などの芝生化、公共施設の緑化のさらな

る推進などを行っていくこととしてい

ます。 

 また、良好な維持管理も考えており、

街路樹のせん定頻度の向上や公共施設

緑化の良好な管理についても進めてい

くこととしています。 

 

 

 

 

計画全般について 

（43件）

・ 生物多様性の維持に重視を 

・ 緑地減少ストップではなく増大を目指

すべき。 

・ 緑を残すため、さらに強力な施策も考

えてほしい。 

・ 樹林地と農地の二区分のみではなく、

生物多様性に特に重要な湿地・水田・た

め池・水路・かや原といった環境につい

ても施策を設けていただきたい。 

等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、緑の多様な機能として

温暖化対策や生物多様性などを位置づけ

たうえ、樹林地、農地、緑化の 3 本から

なる多様な施策事業に取り組むこととし

ています。また、緑の総量としての緑被

率の減少を食い止めるとともに、長期的

には緑被率の向上を目標としています。

 個々の施策の具体化にあたっては、ご

意見の点も参考としながら検討していき

たいと考えます。 
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(イ) 開発など、これまでの緑減少に対する行政の問題点等を指摘するご意見（143 件）

ご意見の主旨 現時点の考え方 

緑の減少に対する市としての責任につ

いて 

（131 件） 

・ 乱開発を許しておいて、今になって”

みどり”をと言われても納得出来ない。 

・ 今まで乱開発を許可しておき、今緑

が少ないからと騒ぐことに問題有。現

在も緑をつぶす開発が散見される。 

・ 横浜市の計画は大切かもしれないが、

行政が開発をどんどん許して来た今、

横浜市の責任は大。 

・ 緑を豊かにすることにはもちろん賛

成だが、横浜市はこれまでどのような

努力をしてきたのか。 

・ 横浜市は「緑確保」に後手・後手の

施策を取っている。 

・ そもそも、緑の減少原因は山を削り、

田畑を潰し、開発を進めたからではな

いのか。 

・ その他個別地区の開発等に関する意

見 

等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市では、これまで、都市活動を支え

る都市基盤整備、計画的で魅力的な街づ

くり、また、各種土地利用の適切な誘導

など、よりよい都市づくりに努めてまい

りました。また、市街地の拡大とともに、

緑豊かな住みよい環境を極力保全するよ

う、都市計画制度等を効果的に活用する

とともに、緑施策・農業施策など様々な

取組（法令による各種制度に加えて、市

民の森、農業専用地区、条例による緑化

協議など本市独自の制度等）を進めてき

ました。 

 しかし、緑の多くは民有地に依存して

おりその土地所有者は相続や日常維持管

理など負担が重く、高齢化･後継者不足も

深刻です。この結果、首都圏の中で好条

件の立地環境にあることから、依然とし

て樹林地・農地の減少に歯止めがかかっ

ていないのが現状です。この民有地の緑

を守っていくには土地所有者の協力が不

可欠で、効果的なさまざまな支援が必要

です。 

 今日、環境に対する意識の高まりもあ

り、「緑を今より減らさない、増やしてほ

しい」との市民のニーズも大きいものが

あります。 

 これらを踏まえ、横浜市では緑の保

全・創造を市政の重要テーマとしてとら

え、横浜みどりアップ計画（新規・拡充

施策）の素案をとりまとめ、樹林地や農

地を守り活かす諸施策、身近な街の緑を

ふやす諸施策などを整え、これらを総合

的に推進するとともに、緑の総量を維

持・向上することを目指しています。 

 また、個別地区については、それぞれ

の地区の実態等に合わせ、適切に対応し

ていきます。 
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道路建設による緑の減少について 

（12件） 

・ 高速道路建設による緑破壊、樹林地・

斜面地でのマンション建設による乱開発

等緑を破壊する施策を推し進めながら、

市民に新たな税を課することは、暮らし

にくくなった生活を一層破壊する悪しき

施策だ。 

・ 新たに税金をとって緑を植えるとはど

ういうことか。もう道路は必要ない。今

生えている木々を切ることはやめてほし

い。 

等

 高速道路などは、自家用車の利用だけ

でなく、新鮮な食品や生活用品の輸送、

更には、大地震などの大規模災害におけ

る緊急応援や緊急物資輸送などそれぞれ

重要な役割をもっており、市民生活に欠

かせない社会基盤施設です。このため、

道路整備によって、極力、貴重な緑が破

壊されるようなことがないよう事前に環

境への影響を調査し、トンネル区間を多

くしたり、道路区域内の緑化をすすめる

など地球環境に配慮した道路整備を進め

ています。 
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(ウ) 横浜みどりアップ計画に対する課題を指摘するご意見（128 件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

計画の立案過程、具体性・推進等への

指摘 

（75件）

・ 新規税制を求めるのであれば、過去の

施策を深く分析・評価し、その上で、「こ

うするために、これだけの増税によって

こういう施策を実施する」ということを

示す必要があるのではないか。 

・ 市民の声を重視するあまり、地権者

（個々）の意見をあまり聞いていないよ

うに思う。 

・ もっとしっかりとした政策を出してほ

しい。 

・ 現状維持のために何をすべきかを中心

に考えたほうが良い。アップのための施

策は理想すぎて実行不可能の部分が多す

ぎる。もっと絞込みが必要。 

・ 横浜みどりアップ計画は、抽象的で無

意味な内容であり、具体的な内容を示す

べきである。 

・ もっと分かりやすく説明して、市民の

理解と共感を得る必要があると思う。 

等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）は、これまでの施策の検証や

課題の分析、市民ニーズを踏まえつつ、

緑の多様な機能に照らして策定したもの

です。具体的には、過去の施策の検証に

よる横浜市水と緑の基本計画や横浜市環

境創造審議会からの提言、緑の減少の要

因等を聞くための土地所有者へのアンケ

ート、広く市民の意見を聞くための市民

１万人アンケート、シンポジウムなどを

経てきたものです。 

 新規・拡充施策の内容としては、樹林

地、農地、緑化の 3 本の柱のもと、22 施

策 42事業としてとりまとめており、これ

らの実施にあたっては、ＰＲ・周知とあ

わせ、いただいたご意見なども参考にし、

さらに具体化をしていきます。 

 また、計画の推進にあたっては、市民

参加の組織を設けるなど、検証を行いな

がら進めていきます。 
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事業費について 

（13件）

・ 「横浜みどりアップ計画案」について

財源確保は必要だと思うが、603 億円だ

けで充分どころかとても賄いきれない。

・ 費用の節約をお願いする。 

等

 今回お示しさせていただいた事業費

は、横浜みどりアップ計画（新規・拡充

施策）として必要な事業量から算出した

ものです。事業費は基金や特別会計で明

確化を図りつつ、適正に進行管理すると

ともに、各施策・事業の効果的な推進に

向け、市民の視点を踏まえた事業進捗を

図るため、市民、関係団体、有識者等か

らなる組織の設置を検討しています。 

 

 

土地所有者等への優遇である。 

（12件）

・ ただ、資産家を保護するだけなら問題。

・ 横浜市内の土地（私有地等）の購入に

あてる可能性がある。その場合、地主の

優遇策になってしまう。また、農地の維

持のための支出は事実上資産家に有利に

なる。 

等

 緑には、環境保全機能、生産基盤機能、

防災機能、保水・遊水機能など多面的な

機能があり、受益が広く市民に及びます。

しかし、緑の多くは民有地に依存してお

り、所有者の多くは、相続、日常維持管

理、高齢化、後継者不足など様々な課題

があり、放置すると減少を食い止められ

ないと考えます。そこで、緑を保全して

いくためには、これらの課題に対応した

施策が必要と考えます。 

 

 

農地を守る施策を見直すべき。 

（７件）

・ 農地を守る施策はみどりアップ計画と

は別枠として扱うべきではないか。 

・ 「農地」を「緑」のためと考えるのは

大都市の驕り。 

等

 都市における農地は、生産の場所とし

てだけではなく、ヒートアイランド現象

の緩和などの環境保全機能や、保水・遊

水機能など多面的な機能を有しておりま

す。そのため、横浜みどりアップ計画（新

規・拡充施策）（素案）において、農地の

保全を施策の一つの柱としています。 

 

 

公園についての課題指摘 

（７件）

・ 東京都内の公園に比べて公園の樹木、

草の生え方等で横浜はレベルが低い。 

・ 公園などは無料でも、別にグランド使

用料や駐車料金などをとっているのであ

まり利用できない。 

等

 公園については、横浜みどりアップ計

画（新規・拡充施策）（素案）とは別に、

いただいたご意見も今後の参考としなが

ら、適切な整備や維持管理を進めていき

ます。 
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箱ものは要らない。 

（３件）

・ 支出について、箱もの等施設投資は行

わないこと。既存の市施設を利用して実

施すること。 

等

 緑の大切さや楽しさ等を市民に知って

いただくとともに、市民協働による維持

管理の拠点となる施設が必要なことか

ら、ウェルカムセンター等の施設につい

て新規・拡充施策（素案）の一つとして

います。 

 

市民協働が不十分。 

（４件）

・ 未来永劫森を守るためには、大変な努

力と大勢の人の力が必要だと思う。安易

な机上プランでは出来ない。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、樹林地の維持管理・利

活用や地域ぐるみの緑化など、より多く

の市民参画・協働の促進につながるよう、

様々な施策の拡充を進めていくこととし

ています。 

 

これまでの維持管理が不十分。 

（３件）

・ そもそも所有者に責任がなさすぎる。

ゴミ捨て場化、下草処理の放置その他、

なぜ所有者がやらないのか。 

等

 土地所有者アンケート等からは、維持

管理の負担が大きく、今回の横浜みどり

アップ計画（新規・拡充施策）（素案）に

おいても維持管理支援を拡充していくこ

ととしています。 

 

 

その他施策に対する様々なご意見 

（４件）

 

 
・ 以前、ブロック塀を生垣にすると、

助成金が出たことがあった。我が家は

元々生垣だったので、そのときも不公

平感が残り、納得がいかない制度だっ

たことが忘れられない。 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、緑豊かな市街地の形成

を促進するため、生垣設置の助成を拡充

することとしています。 

・ 剪定枝を貴重な資源としているが、

ほったらかしにしている。 

 現在、公園や街路樹などで発生する剪

定枝は緑のリサイクル施設などで堆肥や

チップとしてリサイクルしています。ま

た、今回の新規・拡充施策（素案）では、

「間伐材資源循環事業」において、間伐

材を木質バイオマスなどの資源として活

用することなどを検討することとしてい

ます。 

・ その他個別地区に関する意見  個別地区については、それぞれの地区

の実態等も踏まえつつ、適切に対応して

いきます。 
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(エ) 規制の充実を求めるご意見（76件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

緑を保全するため開発を規制するべ

き。 

（47件）

・ 緑の大切さは充分理解しているが、開

発等による減少を止める手段を考えるべ

きである。一度緑を失ってからそれを復

活するのには多大な時間と費用がかかる

ことを認識すべきである。 

・ 緑化のための新たな税制ではなく、開

発規制等の方策をすべき。 

・ 緑地が主として民有地であるならば、

乱開発に歯止めをかけることが第一と考

える。 

・ 市街化調整区域でも一定の開発が出来

るので緑が減少してしまう。何でも許可

するのではなく、市のきちんとしたプラ

ンを作り許可してもらいたい。 

・ 山林については、開発により失われた

のがほとんどであり、市街化調整区域の

拡充で対処できるのではないか。 

          等

 都市計画法による開発許可制度は、無

秩序な市街化を防止するという趣旨か

ら、市街化区域内においては、道路・公

園などの一定の基準を満たす計画につい

ては、開発を許可しなければならないこ

ととなっています。このため、緑を保全

するために開発を規制することは困難で

すが、本市では、緑が維持できるよう、

緑地保存制度や生産緑地地区などによ

り、樹林地・農地の保全策を行っていま

す。 

 また、市街化調整区域では、都市緑地

法による特別緑地保全地区や農業振興地

域の整備に関する法律による農用地区域

の指定等により、貴重な緑地や農地を保

全しています。さらに、みどりアップ計

画により緑地等を保全する地域では、社

会福祉施設など大規模な緑地等の減少を

伴う施設の立地を認めないこととし、地

域の特性に応じた開発許可制度の運用に

努めています。 

 線引きの見直しについては、神奈川県

の決定事項です。横浜市では、県の見直

し基準に基づき、市の見直し基準を設け、

その基準に該当する区域について、県に

対して線引き見直しの申し出を行ってい

ます（市街化区域から市街化調整区域へ

の面的変更に関する市の見直し基準：市

街化区域内の農地、山林・緑地で、長期

にわたり存続すると見込まれ、市街化区

域の一体的、かつ計画的整備を図るうえ

で支障のない区域）。 
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開発等について緑化基準を引き上げる

べき。 

（23件）

・ 予算が足りなければ私有地なので宅地

に転用もやむを得ない。宅地転用の際に

少しでも緑を残すような規制が一つの方

法。 

・ 例えば森林地を開発しマンション、介

護施設を建てるとき計画の少なくとも

1/3 はそのまま樹林地として残すなど、

思いきった規制を行うべきである。この

ようなことが行われたときは、両手をあ

げて賛成する。 

等

 

 

 本市では、都市計画法で定める上限値

まで緑化基準を強化し、開発許可制度を

運用しています。 

 さらに、今回、新たに都市緑地法によ

る緑化地域制度を導入し、住居系用途地

域内の一定規模以上の建築行為に対して

も緑化を義務づけることとしたほか、現

在、斜面緑地での開発行為に関する景観

計画の検討を行っているなど、開発等の

機会を捉えた緑化に努めています。 

規制に関する様々な工夫を行っていく

べき。 

（６件）

・ 経済ベース（税や緑地の売買、緑地の

開発）での商取引をまず規制することか

ら始めたらいかがか。 

・ 都市で庭木のない人・店は各３鉢位の

ものをボランティアで用意することを義

務化することである。 

等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ご意見として承ります。 
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(オ) その他のご意見（48件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

緑は減っても仕方がない。 

（12件） 

・ 人口増による都市化とみどりアップは

本来相容れないものである。 

・ 都市化＝緑の減少でありやむを得な

い。 

等

 市民がゆとりと潤いのある快適な生活

を送るためには、良好な緑の保全･創造は

重要と考えます。 

 都市の活性化と緑の環境とは対立でな

く共存するもので、持続可能でより住み

やすく、かつ魅力的な都市を目指すべき

と考えます。 

 

 

緑は充分にある。 

（11件） 

・ 現状の緑で十分。 

・ 横浜市は他都市に比べて緑がたくさん

残っている。 

・ 市の中央部にヒートアイランド現象が

目立つが、私達の住んでいる所は開発が

それほど進んでいないため感じない。こ

の問題は地域性によるのでは。 

等

 本市は、緑施策・農業施策等で様々な

取組を進めてきましたが、依然緑は減少

しています。さらに、アンケート等によ

る市民の声からは、緑の量を維持してほ

しい、今より増やしてほしい、緑の中で

様々な楽しみを期待等のご意見・ご要望

が多く寄せられています。 

 また、緑が有する多面的な機能による

受益は広く市民に及ぶことから、全市と

して取り組むべき課題として受け止め、

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）

（素案）としてとりまとめたものです。
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緑被率について 

（５件） 

・ 横浜市が示している緑被率は、同一基

準で行っておらず、信頼性が非常に低

い。同一基準で算出した場合、事例のよ

うな低い数値にはならないと判断する。

国の緑被率目標値 30％を大きく上まわ

っており、新税を課してまで実施すべき

状況にはない。 

等

 緑被率は、市域を上空から写真撮影し、

これをもとに一つ一つの樹林地、農地、

草地を判定・抽出し、面積を計測するも

のです。したがって、航空写真や判読、

集計の技術の進歩などにより、調査方法

は進化、変化してきています。 

 調査方法は、昭和 50年のメッシュ方式

から始まって、現在のデジタル画像集計

方式まで、概ね 4 回の改良が加えられて

おります。手法が変化すると、当然なが

ら、その影響が若干出てまいりますが、

全体として、この 30年間を見ても緑が大

きく減少しているという事実に変わりは

ありません。 

 また、課税データによると、近年の 10

年でも年間約 100ha の山林、農地が減少

しています。 

 

他に優先すべき施策がある。 

（８件） 

・ 今は緑より生活優先。子育て支援が先

決。 

・ この計画は、大変良いものであるが、

今後、経済不況が予想される中、この計

画より大切なものがたくさんあり、それ

を優先した事業計画を立ててほしい。 

等

 

 本市は、緑施策・農業施策等で様々な

取組を進めてまいりましたが、首都圏の

中で好条件の立地環境にあることから、

依然緑は減少しています。 

 また、アンケート等による市民の声か

らは、緑の量を維持してほしい、今より

増やしてほしい、緑の中で様々な楽しみ

を期待等のご意見・ご要望が多く寄せら

れています。 

 緑の環境は土地利用の変化などにより

一度失われると回復することが困難であ

り、このため緑の環境の保全・創造は先

送りにせず、着実に取り組むべき課題と

考えます。 

 

維持管理の負担が大きい。 

（３件） 

・ 土地を持っているがメンテナンスが大

変。自分の土地なのに木を切ると周囲に

文句を言われる。ブロック塀を生垣にす

るときは補助金が出るが、手入れには助

成がない。 

等

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、樹林地の維持管理の支

援に取り組むこととしています。 
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農業を続けるのは大変である。 

（４件）

・ 市街化の農地をもっているが、税金が

払えないので手放すのは当然だ。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、土地所有者へのアンケ

ートや農政施策検討会での農業実務者等

の意見をもとに、現状の様々な課題を把

握した上で、その対応策についてとりま

とめたものです。 

 農地の保全について、継続保有の支援、

維持管理支援、農業振興、農地保全、担

い手対策、相続時等不測の事態に対応し

た買取など、様々な施策、事業を推進し

ていくこととしています。 

 

 

その他のご意見 

（５件） 

 

 

 

 

 

・ 屋上緑化や 150 万本植樹行動などで

どれだけ緑の面積が増えたのか。 

 

 平成 19 年度までの成果は約 70 万本と

なっています。それによる緑面積の増加

は、植樹される樹木の種類や大きさはさ

まざまなため、正確に面積に換算するこ

とはできませんが、仮に 1 本の樹木を１

㎡とすると約 70ha に相当します。また、

屋上緑化については、「緑の環境をつくり

育てる条例」の緑化協議によるものと屋

上緑化助成事業によるものがあり、平成

19 年度の実績は、合計で約 1.1ha となっ

ています。 

 

・ 市街化調整区域内の土地を買取など

するときも宅地化内の土地と同じ面積

であれば同額の高値で買取るようにし

てほしい。 

 土地の買取は、適正な価格で行ってい

きます。 

 

 

・ 市民への意見聴取をまず行うべきで

はなかったのか。 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）は、市街化調整区域の土地所

有者アンケート、市民 1万人アンケート、

シンポジウム、農政施策検討会等を踏ま

えてとりまとめたものです。 
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・ 宅地化を計画しておきながら緑が

減るのは困るという理論は、市街化

調整区域に居住する者から見ると非

常に身勝手に思える。 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）は、アンケート等により土地

所有者の抱える課題を把握した上でとり

まとめたものであり、維持管理支援や買

取などを進めていくものです。 

 

 

・ 利用価値を高めるために、規制（た

とえば、容積率のアップ等）の緩和

も必要と考える。 

 いただいたご意見につきましては、今

後の参考とさせていただきます。 
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（２）市民税（個人・法人）均等割超過課税について 

 

ア 提出されたご意見の分類 

ご意見の分類 ご意見の件数 

経済状況や負担増の状況など市民生活への影響などから、

今回の税制案の導入に反対するご意見 
３４２ 件 

緑を保全する必要性などから、今回の税制案の導入を容認、

賛成するご意見 
１６０ 件 

課税方法や税率など、税制案の修正等を求めるご意見 １２４ 件 

使途の明確化、効果の検証等を求めるご意見 ５０ 件 

課税期間に関するご意見 ２１ 件 

 その他のご意見 ２３ 件 

合     計 ７２０ 件 

 

イ ご意見の主旨とそれに対する現時点の考え方 

(ア) 経済状況や負担増の状況など市民生活への影響などから、今回の税制案の導入に

反対するご意見（342 件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 新税の導入に反対。 

（342 件）

 

・ この不景気に税金を上げるのはいかが

なものか。 

・ 景気後退、金融不安、物価上昇など社

会的にも不況な今、なぜ増税なのか。 

・ 新たな税金を徴収するのはこの不況時

に反対。中小企業者は大変。 

・ 世界は、今、百年に一度とも呼ばれる

金融危機の中にある。現在の市民の生活

を守ることと将来の横浜に必要な緑地

保全とどちらが大切なのか。 

・ 現在の経済情勢下において、新税を導

入すると景気後退がますます加速する。

・ 収入が減り、生きていくための食費、

ガス、電気と値上げが続きとても大変。

市民生活の大変さがわかっているのか。

・ 衣食住のピンチに襲われているさなか、

やるべきことはほかにもっとあるはず。

 現在の市民生活や企業活動は厳しい環

境にあると認識しています。 

 一方で、緑は一旦失われたら元に戻す

ことが非常に困難であることから、緑の

保全・創造に取り組んでいくことは、市

政にとって喫緊の課題であると考えてお

り、現在の経済動向に配慮しながら、一

方で将来の横浜の緑にも対処していく、

この両面が求められているものと考えて

います。 

 そこで、できる限り事業の推進に必要

な財源の確保を目指すとともに、市民負

担にも配慮し、税率を、個人が 900 円、

法人が９％にそれぞれ引き下げるととも

に、利益計上のない法人については、当

初の２年間、課税しないこととしていき

たいと考えています。 
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・ みどりアップ計画だけとりあげ、市民

に新たな税を課するのは理解できない。

等

 

 

・ 新税は行政努力により必要ない。 

・ まずは十分な支出削減を行ってからで

なければ反対。 

・ 単なる税収目的としか思えない。 

等

 本市では、他都市に先駆けて、様々な

行財政改革を進めてきており、特に内部

経費については、徹底した削減に努めな

がら市政を運営しています。 

 具体的には、５年間の職員削減目標（▲

1,900 人）を２年前倒しで達成し、３年間

で▲183 億円の人件費削減を図り、人口

1,000 人あたりの職員数は政令指定都市

で最少（5.71 人）となっています。 

 また、職員給与についても、政令指定

都市で初めて、特殊勤務手当を原則廃止

し、▲29億円を削減しました。 

 このように様々な工夫を凝らし、事業

や内部経費の見直しを進めることで、こ

れまでも毎年 200 億円を超える収支不足

に対応してきたところです。 

 21 年度予算編成にあたっても、ゼロベ

ースからの事務事業の見直しを全庁的に

取り組んでいるところです。 

 

・ 開発指向行政を推し進めながら、緑を

守るために努力している市民に課税す

るのはおかしい。 

・ 一方で木を切っておきながら、一方で

税金をあげるのは納得ができない。 

等

 本市ではこれまでも、開発に対して「緑

の環境をつくり育てる条例」や「横浜市

開発事業の調整等に関する条例」を定め、

開発規模に応じた緑化の協議や義務付け

などによる誘導を図ってきました。 

 現在、市街化が進み、緑が減少し続け

る一方で、緑豊かな環境を望む市民の関

心も高まっています。横浜みどりアップ

計画（新規・拡充施策）は、こうした背

景を踏まえ、様々な事業を推進すること

により、緑豊かな環境を次世代へ継承し

ていこうとするものです。 

 その財源の一環として、市民の皆さま

に広く・薄くご負担をお願いしたいと考

えています。 
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・ 市民に負担を負わせての緑化推進は安

易。 

・ ボランティアなど、できることからま

ずやるべき。 

等

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、樹林地の維持管理・利

活用や地域ぐるみの緑化など、より多く

の市民参画・協働の促進につながるよう、

様々な施策の拡充を進めていくこととし

ています。 

 一方で、首都圏の中で好条件の立地環

境にある横浜において、緑を保全・創造

していくためには大きなコストを要し、

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）

を着実に推進し、緑豊かな環境を次世代

に継承していくためには、各年度の財政

状況にかかわらず、安定した財源の確保

が必要となります。 

 このような財源確保の一環として、市

民税（個人・法人）均等割超過課税によ

って、市民の皆さまに広く・薄くご負担

をお願いしていきたいと考えています。

 

・ 従来の施策の効果検証がされていな

い。 

・ 新税によって効果が出るとは思えな

い。５年後、現状に何の変化もないと思

う。 

等

 

 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）は、これまでの施策の検証や

課題の分析、市民ニーズを踏まえつつ、

緑の多様な機能に照らして策定したもの

です。具体的には、過去の施策の検証に

よる「横浜市水と緑の基本計画」や「横

浜市環境創造審議会からの提言」、緑の減

少の要因等を聞くための「土地所有者へ

のアンケート」、広く市民の意見を聞くた

めの「市民１万人アンケート」、「シンポ

ジウム」などを経てきたものです。 

 新規・拡充施策（素案）の内容として

は、樹林地、農地、緑化の３本の柱のも

と、緑の総量を維持するとともに、樹林

地の維持管理・利活用、地産地消など農

業振興、身近な緑のまちづくりなど、緑

の質的な効果も目指すものです。 

 また、計画の推進にあたっては、市民

参加の組織を設けるなど、検証を行いな

がら進めていきます。 
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・ 自治体による超過課税制度は極めて慎

重に実施されるべき。 

・ 横浜市が単独でやることに納得いかな

い。 

・ 税制の運用はあくまでも全体の中で調

整されるべきで、目的が正しいからとい

って、新たな税を創設させるのは反対。

・ 管理経費的な事業は現行の財源で行う

べき。一般予算で処理すべき経費まで新

税に取り込んで便乗増税しようとする

やり方には納得は得られない。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）を着実に推進し、緑豊かな環境を次

世代に継承していくためには、各年度の

財政状況にかかわらず、安定した財源の

確保が必要となります。 

 首都圏の中で好条件の立地環境にある

横浜において、緑を保全・創造していく

ためには大きなコストを要し、これらは、

他都市の行政需要や標準的税負担による

行政需要を超える水準のコストと考えら

れます。 

 このように、横浜みどりアップ計画（新

規・拡充施策）（素案）にかかる事業費は、

本市に固有の財政需要であり、その受益

は、市民である個人・法人に広く及ぶこ

とから、市民税（個人・法人）均等割超

過課税によって、市民の皆さまに広く・

薄くご負担をお願いしていきたいと考え

ています。 

 

 

・ 市民、法人に対して「緑の保全・創造

による受益がある」という発想に同意で

きない。 

・ ほぼ全ての住民が恩恵を受ける上・下

水道のための神奈川県の超過課税と異

なり、緑の保全は、横浜市の 18 区ごと

で受益の程度が極めて異なる。 

等

 緑の保全・創造による受益については、

特定の方あるいは特定の区ではなく、市

民である個人・法人に広く及ぶと考えら

れることから、市民税（個人・法人）均

等割超過課税によって、広く・薄くご負

担をお願いしていきたいと考えていま

す。 

 

 

・ 神奈川県が、水源環境保全・再生のた

めの個人県民税の超過課税を実施して

おり、横浜みどりアップ計画と目的が重

複している。 

・ 神奈川県が既に超過課税をしているの

で、県民である横浜市民は、二重の負担

になる。 

等

 

 神奈川県の水源環境保全・再生のため

の個人県民税の超過課税は、県民への良

好な水の供給を目的に県西部を中心とし

た森林保全事業経費に充てるものであ

り、本市の緑地保全に対する活用（交付

金等）はないことから、目的や負担の重

複はないと考えています。 
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・ たとえ少額でも、知らない人が大勢い

る中では、実施すべきではない。 

・ もっと検討すべきで 12 月の議会に出

すのは早すぎる。 

等

 新たな税制案に対する市民意見募集の

周知については、市・区役所、市内公共

機関での広報紙の配布やホームページへ

の掲載、新聞広告の掲載のほか、区民ま

つりや通勤時間帯における駅前でのチラ

シ配布など、様々な手段で周知に努めて

きました。 

 また、できる限り新たな税制案につい

てご理解いただいたうえでご意見をいた

だけるよう、経済団体（商工会議所、法

人会など）や地域の会合などへの出張説

明会などを行ってきました。 
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(イ) 緑を保全する必要性などから、今回の税制案の導入を容認、賛成するご意見 

（160 件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 新税の導入に賛成。 

（160 件）

・ 時期的には悪いが、いつからなら良い

のかと考えたとき、「その考えた時」が

実施する時だと思う。先送りせず実施さ

れることを望む。 

・ 樹林地や農地が荒れているのは忍びが

たい。この税金をプラスし、必要な金を

使ってもらいたい。 

・ 緑の維持管理等は所有者に任せっ放し

で、好意に甘えているのが現状。市民自

らが横浜の緑の保全に積極的に参加す

る意義は大きい。 

・ 本税は用途がはっきりしているので賛

同も得やすい。 

・ 時期尚早との声もあるが、ぜひ早急に

進めてほしい。 

・ 緑新税が実現すれば、横浜市民 360 万

人規模の環境団体と呼ぶにふさわしい

ものと思う。 

・ 月 100 円程度の負担で緑が保全できる

なら、ぜひ新税を導入してほしい。 

・ 私が住むところも緑地から宅地にされ

たところ。罪滅ぼしのつもりで期間限定

の税制についてはやむを得ないと思う。

・ 日々失われていく緑を眺めながら、そ

の維持・拡充が出来ないものかと悩んで

いた。所有者が売却することを「エゴ」

だと恨んでいても何ら解決されない。 

・ 短期的な税収の変動や他の施策とのト

レードオフに影響されない緑地や水辺

の保全に使途を限定した安定財源が生

まれ、地権者や市民の緑地保全の努力を

促す環境を作り上げることは大きな前

進。 

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）の推進に向け、新たな税制を導入し

ていきたいと考えています。 

 今回、皆さまからご意見をいただいた

新たな税負担の案では、市民税（個人・

法人）均等割への超過課税の税率を個人

年間 1,100 円、法人 11％としていました

が、現在の厳しい経済状況を踏まえ、最

終的な案をとりまとめるにあたっては、

個人年間 900 円、法人９％にそれぞれ引

き下げるとともに、利益計上のない法人

については、当初の２年間、課税しない

こととしていきたいと考えています。 
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・ 調整区域の地主は、税金を払い、山か

らは収入がなく、地域住民から「落ち葉

が邪魔なので切ってくれ」と言われる。

新税をその人たちのために使うのなら

良いと思う。 

・ 今は、これ以上減少しないよう緑を守

る最後のチャンス。 

等

 

 

 

(ウ) 課税方法や税率など、税制案の修正等を求めるご意見（124 件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 緑地減少の原因者である開発事業者や

緑地の売却者に課税すべき。 

（34件）

・ 緑を減少させる開発行為について、緑

保全税を課すことを検討されたい。 

・ 緑確保の財源は乱開発を行う開発業者

から徴収すべき。  

・ 開発で利益を得た者に負担を求めるべ

き。 

・ 緑地を売って利益を得た人々に負担を

求めるべき。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）の推進に向けた新たな税制の検討に

あたっては、平成 19年８月に、税財政の

専門家で構成する横浜市税制研究会を設

置し、本年８月まで、１年間にわたり、

ご検討いただきました。 

 その中で、開発事業や開発者を対象に

した税制案の検討が行われましたが、他

の先行県で実施されている法定外税のよ

うに、環境汚染物質の排出対策などと異

なり、「緑を減少させること自体を原因に

した税負担を求めることが可能か」、ま

た、このような税は、「既存の開発には課

税されず、むしろこれまで緑の保全に協

力してきた方々が持つ土地に限り課税さ

れることとなることから、公平性の点で

どうか」、あるいは開発事業の実施にあた

り、「一定の緑化が義務付けられているな

かで、法で求められる水準を超えて負担

を求めることが可能か」などの点で課題

があり、最終的な課税方法としては、市

民税の均等割への超過課税方式が適当で

あるとの結論をいただいています。 

 本市としても、開発事業等への法定外

税の可能性について、法的な側面や課税

技術の面など様々な観点から検討した結

果、同様の判断に至ったところです。 
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 緑や環境への貢献あるいは負荷の度合

いに応じた負担とすべき。 

（27件）

・ 樹林や緑の保全に努力してきた人にも

一律で課税するのはおかしい。 

・ 住宅に樹木を植えている状況を把握し

て課税額を決定すべき。 

・ 排ガスの影響はとても大きいので、自

動車関連の企業から税を徴収すべき。 

等

 緑や環境への貢献あるいは負荷の程

度は様々であり、その程度を個々に特定

していくことは困難な面があります。 

 課税手法については、実現しようとす

る施策によってどのような対象に受益が

及ぶかを踏まえて、それに対応した方法

を採用していく必要があると考えてお

り、緑の保全・創造による受益は、特定

の方ではなく、広く市民に及ぶことから、

広く・薄く課税する市民税（個人・法人）

均等割超過課税によって、ご負担をお願

いしていきたいと考えています。 

 

 

 所得に応じた負担とすべき。 

（24件）

・ 均等割額だけでなく所得割、法人税割

も加えたほうが良い。 

・ 神奈川県の個人県民税の超過課税方式

は、均等割と所得割に課税しているた

め、年収の多い人ほど多く負担するよう

になっている。 

・ 所得の低い人ほど負担が重い不公平な

税制になるので、応能負担を検討してほ

しい。 

等

 課税手法については、実現しようとす

る施策によってどのような対象に受益が

及ぶかを踏まえて、それに対応した方法

を採用していく必要があると考えていま

す。 

 神奈川県の水源環境税は、県民への良

好な水の供給を目的に県西部を中心とし

た森林保全事業経費に充てるもので、水

道の使用者に受益が及び、水道使用量が

所得に比例するとの考え方から、均等割

と所得割の両方で超過課税が行われてい

ます。 

 これに対して、緑の保全・創造による

受益は、特定の方ではなく、広く市民に

及ぶことから、広く・薄く課税する市民

税（個人・法人）均等割への超過課税方

式が適当であると考えています。 
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 税率を引き下げるべき。 

（23件）

・ 不況が続く今日、緑税は市民１人年

1,000 円以下に抑えるべき。 

・ 他の自治体と同様の年 500 円くらいが

適当ではないか。 

・ 緑を守るための税負担は良いと思う

が、現下の経済状況を考え、額について

は熟考すべき。 

等

 

 

 税率を、個人年間 1,100 円、法人 11％

から、個人 900 円、法人９％に引き下げ

るとともに、利益計上のない法人につい

ては、当初の２年間、課税しないことと

していきたいと考えています。 

 

 

 法人にもっと負担を求めるべき。 

（６件）

・ 個人からではなく法人から税を取った

方がいいのではないか。 

・ 緑の減少は、個人より法人の果たすべ

き責任が大きいため、法人の過半の負担

を求める。 

等

 税制研究会の最終報告書において、個

人・法人間の負担割合について、所得課

税分も含めて、それぞれの負担増加率を

同程度としていくことが適当との意見を

いただいています。 

 こうした意見を踏まえ、個人・法人の

税率については、個人と法人の負担増加

率を同程度として設定しています。 

 

 

 

 市民税の非課税者を含めて、全ての市

民に負担を求めるべき。 

（４件）

・ 全ての市民が恩恵を受けていると考え

るなら、所得に関係なく全市民に増税す

べきだ。 

・ 皆が緑の恩恵を享受するので有れば、

非課税者にみどり税をかけないと言う

のも不自然。 

等

 市民税（個人）均等割については、低

所得者への配慮として、地方税法におい

て非課税制度が設けられています。 

 この制度により、非課税に該当する

方々に対して地方団体が課税を行うこと

は法律上禁止されており、本市の意思に

かかわらず、課税することができません。

 したがって、こうした非課税対象の

方々を除いたうえで、広く・薄くご負担

をお願いしていきたいと考えています。
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 低所得者などは課税対象から除外すべ

き。 

（３件）

・ 年金生活者（課税されている人でも）

で他に収入のない人からの徴税はやめ

た方が良い。 

・ 赤字経営の会社については、経営の更

なる悪化に繋がりかねないことから、税

負担を考慮すべきである。 

等

 個人の均等割については、地方税法に

おいて、低所得者に対する非課税制度が

設けられており、例えば、65 歳以上の年

金所得者の場合、単身の方は、収入金額

155 万円まで非課税となっており、配偶者

を扶養している方は、同じく 211 万円ま

で非課税となっています。 

 このように、個人については、低所得

者に対する一定の配慮が行われているこ

とから、非課税対象の方々を除く、課税

対象の方々に、広く・薄くご負担をお願

いしていきたいと考えています。 

 一方で、法人については、地方税法に

おいて、収益の有無にかかわらず、原則

として、すべての法人に均等割がかかる

こととなっています。こうした点から、

現在の大変厳しい経済状況を勘案し、当

面の２か年について、利益計上のない法

人には、新たな負担を求めないこととし

ていきたいと考えています。 

 

 

 法人は対象外とすべき。 

（１件）

・ 法人への超過課税は他都市との税率不

均衡を招き、横浜市への企業誘致に影響

を与える。 

 環境保全機能、生産基盤機能、防災機

能、保水・遊水機能などといった緑が有

する多面的な機能に着目すれば、緑の総

量を維持・向上させ、また、その質的価

値を向上させていくことによる受益は、

市民である個人・法人に広く及ぶと考え

られます。 

 こうしたことから、市民税（個人・法

人）均等割超過課税によって、個人のみ

ならず、法人に対しても、広く・薄く負

担をお願いしていきたいと考えていま

す。ただし、現在の厳しい経済状況にお

ける企業活動にも十分配慮していく必要

があることから、利益計上のない法人に

ついては、当初の２年間、課税しないこ

ととしていきたいと考えています。 
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 市街化調整区域の住民に都市計画税を

課すべき。 

（１件）

・ 市街化調整区域にも都市計画道路を造

ったり、都市計画で緑地を確保するな

ら、都市計画税を課して財源確保すべ

き。 

 都市計画税は、地方税法において、都

市計画法に基づいて行う都市計画事業や

土地区画整理法に基づいて行う土地区画

整理事業の費用に充てることと定められ

ています。 

 また、都市計画法においては、都市計

画事業とは、道路や都市高速鉄道、公園

などの都市計画施設の整備に関する事業

とされています。 

 したがって、横浜みどりアップ計画（新

規・拡充施策）（素案）に掲げる樹林地の

買取や維持管理、農地保全、緑化推進等

といった費用に充てることはできないこ

とから、当該計画の推進に向けた財源確

保策の一環として、市街化調整区域の住

民に都市計画税を課すことは困難です。

 

 

 消費税で全てを一律でやるべき。 

（１件）

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）の各施策にかかる事業費は、

本市に固有の財政需要であり、その受益

は、市民に広く及ぶことから、消費税で

はなく、市民税均等割超過課税によって、

市民の皆さまに広く・薄くご負担をお願

いしていきたいと考えています。 
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(エ) 使途の明確化、効果の検証等を求めるご意見（50件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 新税は、目的に即して適正に使い、市

民に対して情報開示を行うことが必要。

（29件）

・ 税金の使用は、ガラス張りで不正のな

いようにすべき。 

・ 新税制での税金が本当にこの計画のた

めに適切に使われるか疑問。 

・ それぞれの項目ごとに何を行うか明確

にし、一般市民が客観的に評価できるよ

うにすべき。 

・ 収支報告を明確にし、事業結果を継続

的に公表すべき。 

・ 実際に何に使用されたか一般市民がチ

ェックできるように、決算書をホームペ

ージで公表することが必要。 

等

 

 

 新たな税負担により納税していただい

た税収を他の財源から分離し明確化する

ために基金を設置するとともに、関連事

業の収支と財源の内訳等を明確にしなが

ら進行管理を行うために特別会計の設置

を検討しています。 

 また、この基金の適正な運用を図ると

ともに、関連施策等の効果的な推進に向

け、市民の視点を踏まえた事業進捗を図

ることを目的に、市民、関係団体、有識

者等からなる組織の設置を検討していま

す。 

 

 市民参加による第三者機関でのチェッ

クや効果検証が必要。 

（９件）

・ 使途を明確化するために市民参加の組

織を設けていくのはよいこと。 

・ 第三者機関等をつくり、広く意見を求

めて進めてはどうか。 

・ 費用対効果についてのきちんとした検

証もお願いしたい。 

等

 新たな税収を管理する基金の適正な運

用を図るとともに、関連施策等の効果的

な推進に向け、市民の視点を踏まえた事

業進捗を図ることを目的に、市民、関係

団体、有識者等からなる組織の設置を検

討しています。 

 具体的な活動内容については、新税の

使途となる事業及びその関連事業を含

め、事業計画、実施状況等に対する意見

や提案等をいただき、施策への反映を図

ることを予定しています。 

 さらに、緑施策の推進のためには、市

民の参加・協働が不可欠であることから、

例えば、本組織の会議を公開して開催す

ることや公募市民を中心とした情報の発

信等により、市民の意識や関心を高める

工夫についても検討していきます。 
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 事業費を別会計とすべき。 

（７件）

・ 事業費は、他の税と別立てで明朗会計

にすべき。 

・ 予算及び新たな財源を管理する特別会

計を設定すべき。 

等

 

 

 

 新たな税負担により納税していただい

た税収を他の財源から分離し明確化する

ために基金を設置するとともに、関連事

業の収支と財源の内訳等を明確にしなが

ら進行管理を行うために特別会計の設置

を検討しています。 

 

 わかりやすい基金が必要。 

（５件）

・ 基金を設置すべき。 

・ 同じような目的と方向性を持った「よ

こはま協働の森基金」との関係整理が必

要。 

等

 

 

 

 

 

 

 

 新たな税負担により納税していただい

た税収を他の財源から分離し明確化する

ために基金を設置します。 

 なお、「よこはま協働の森基金」は、市

民に身近な小規模樹林地を保全するた

め、市民の発意と費用負担等により樹林

地の買取等を行っていくもので、税収を

明確化する基金とは別のものと考えてい

ます。 
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(オ) 課税期間に関するご意見（21件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 ５年間に限定せず、長期的な取組とす

べき。 

（11件）

・ 実施期間が５か年とされているが、単

発で終わるのではなく、継続する方向が

望ましい。 

・ 課税期間は、「横浜市水と緑の基本計

画」の目標年次の平成37年までとすべ

き。 

・ 少なくとも10年くらい続けないと効果

が出ない。 

等

 緑を保全・創造する取組は、長期・継

続的な視点に基づいて行う必要がありま

すが、一方で、新たな負担をお願いする

以上、期間を区切って目標を定め、しっ

かりと事務効果の検証を行っていくこと

が必要と考えています。 

 こういった観点から、今回の税制にお

いては、課税期間を５年としているとこ

ろです。 

 まずは、この５年間で、しっかりと取

組を進め、その後については、その間の

成果の検証等を踏まえて、検討していき

たいと考えています。 

 ５年間限定としているが、恒久化が疑

われる。 

（６件）

・ ５年で終わることは考えにくい。制定

してしまえば５年以降も延長される可

能性が充分にある。 

・ 新しい税金は、薄く広く、小さく産ん

で大きく育てるのが通例。一度始めれば

後は拡大してしまう。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）は、具体的な目標や事業量、

事業経費などについて、新たな税負担を

検討するうえで、当面の５か年間として

います。 

 今回の税制についても、その間の財源

として、期間を設けて実施することから

５か年間で終了いたします。 

 しかし、横浜みどりアップ計画自体は、

平成 37 年までを見通した取組として位置

付けられていますので、その後については、

この５か年間の成果の検証や、次期計画の

具体的な施策内容等を踏まえたうえで、是

非も含め、改めて検討し、お諮りしていき

たいと考えています。 

 ５年間という期間設定は適切。５年後

に結果を検証して判断すべき。 

（４件）

・ ５年間の限定は妥当。達成度がある数

値以下であれば廃止するということで、

スタートすべき。 

・ 時限立法とし、目的達成状況により継

続、中止を決めること。 

等

 

 課税期間を５年間とし、その後につい

ては、その間の成果の検証等を踏まえて、

検討していきたいと考えています。 
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(カ) その他のご意見（23件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 横浜市は住民税が高い。 

（７件）

・ 横浜市は、他の市に比べ、税金負担に

おいて負担が大きいように感じる。 

・ 横浜市は市・県民税が高い。 

等

 住民税（市民税・県民税）の税額の計

算方法や税率などは法律で定められてお

り、特に条例に定めがない限り、基本的

に自治体ごとに税額が変わることはあり

ません。したがって、他の市に比べ、特

に本市の市民税（個人分）が高いという

ことはありません（ただし、県民税（個

人分）については、神奈川県の水源環境

保全・再生のための超過課税が実施され

ているため、神奈川県下の市町村と同様

に、その分、税額が高くなっています。）。

 

 

 税制研究会の議論は税ありきで、委員

の選任にも問題がある。 

（７件）

・ 税制研究会の報告は税ありきの前提に

立っての審議のように思える。 

・ 学識経験者を選定する時は、一般常識

のある人に依頼した方がよい。 

等

 税制研究会は、平成 19年８月の立ち上

げ以降、「税はあくまでも政策目的実現の

ための手段であり、どのような施策を行

うかが重要である」との認識のもと、環

境創造審議会における議論とその提言、

さらにその提言を受けた市の新規・拡充

施策の検討状況について、逐次情報提供

を受けながら議論を進めました。 

 そのうえで、平成 20年７月の横浜みど

りアップ計画（新規・拡充施策）（素案）

の公表を受けて、８月に、最終報告書が

出されたものです。 

 また、税制研究会は、市の政策を前提

にしたうえで、税制として、どのように

貢献できる方策があるかについて、専門

的な視点からの検討・意見をいただく機

関として設置したもので、委員について

は、税財政の専門知識や市の税財政の検

討に関する経験を重視して選任していま

す。 
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 税制研究会で出された委員の意見で反

映されていないものがある。 

（２件）

・ 税制研究会の最終報告だけではなく、

途中で出された意見が重要である。研究

会で出された委員の意見で、反映してい

ないものについては、なぜなのか明確に

すべき。 

等

 税制研究会では、平成19年８月の立ち

上げ以降、緑の保全・創造に向けた課税

自主権の活用に関して様々な議論が行わ

れ、各委員の意見をとりまとめた結果と

して、平成19年12月の中間報告、翌平成

20年６月の中間整理が行われ、これらを

経て、同年８月に最終報告が提出されて

います。 

 今回、ご意見をいただいた新たな税負

担の案は、これらの報告等を総合的に検

討したうえで、とりまとめ、お示しした

ものです。 

 

 

 具体的にどういう施策を考えているの

か、新たな税制の必要性について、分か

りやすく説明されていない。 

（２件）

・ 施策の進め方は標準的なスピードを超

えて行う必要がある、必要な費用は標準

的税負担による行政需要を超えた水準

のコストである等、前提は省略しない方

が理解しやすい。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）を着実に推進し、緑豊かな環境を次

世代に継承していくためには、各年度の

財政状況にかかわらず、安定した財源の

確保が必要となります。 

 首都圏の中で好条件の立地環境にある

横浜において、緑を保全・創造していく

ためには大きなコストを要し、他都市の

行政需要や標準的税負担による行政需要

を超える水準のコストと考えられます。

 このように、横浜みどりアップ計画（新

規・拡充施策）（素案）にかかる事業費は、

本市に固有の財政需要であり、その受益

は、市民である個人・法人に広く及ぶこ

とから、市民税（個人・法人）均等割超

過課税によって、市民の皆さまに広く・

薄くご負担をお願いしていきたいと考え

ています。 
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 他県の事例等を公表してほしい。 

（１件）

 他県等の先行事例については、本市ホ

ームページの税制研究会のページに掲載

していますので、ぜひご覧ください。 

 なお、平成 19 年 12 月に公表しました

「緑の保全・創造に向けた課税自主権活

用に関する中間報告」にも資料として添

付されています。 

 

 月々自分の指定口座から月極めで払う

方法を考えてほしい。 

（１件）

 新たな税負担の案は、市民税（個人・

法人）均等割への超過課税を課税手法と

していますので、実施の際には、通常の

市民税・県民税と一括で納税いただくこ

ととなります。納税にあたり、口座振替

制度をご利用いただくことにより、原則

として、各期（１～４期）の納期限の日

に、ご指定の口座から振り替えさせてい

ただくことになります（給与所得者で給

与からの特別徴収等による場合を除きま

す。）。 

 

 初年度以降の税額、税率はどうなるの

か。 

（１件）

 平成 21 年度から 25 年度までの５か年

間、同じ 900 円、９％の税率を予定して

います。 

 

 超過課税に関してはいいが、みどりア

ップ計画に充てるのではなく、まず、横

浜市の赤字に充てるべき。 

（１件）

 今回の新たな税負担は、横浜みどりア

ップ計画（新規・拡充施策）（素案）にか

かる事業費が、本市固有の財政需要であ

り、他都市の行政需要や標準的税負担に

よる行政需要を超える水準のコストと考

えられることから、導入をお願いしてい

るものです。 

 確かに、本市の財政運営では、毎年、

大幅な財源不足への対応が必要となる状

況にありますが、これについては、まず

は、引き続き徹底した事務事業の見直し

をはじめとする内部努力によって対応す

るとともに、国や県からの更なる税源移

譲についても、あわせて取り組んでいき

ます。 
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 市の原案が減額されると、金額そのも

のの妥当性が問題になり、みどりアップ

計画そのものの妥当性も問われる。 

（１件）

 税率の引き下げに伴う影響（財源不足

への対応）等については、今後、横浜み

どりアップ計画（新規・拡充施策）（素案）

の根幹を損うことなく事業を推進できる

よう、事業の優先付けなどを含め、検討

していきます。 

 なお、財源確保については、新税以外

の方法などを含め、更なる内部努力も重

要であり、今後とも、様々な工夫を行っ

ていきます。 
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（３）行財政改革等、行政の内部努力について 

 

ア 提出されたご意見の分類 

ご意見の分類 ご意見の件数 

行財政改革による財源確保を求めるご意見 ２０９ 件 

寄附・募金の拡充などによる財源確保を求めるご意見 ２７ 件 

合     計 ２３６ 件 

 

イ ご意見の主旨とそれに対する現時点の考え方 

(ア) 行財政改革による財源確保を求めるご意見（209 件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 職員定数の削減や給与の引き下げ、無

駄な事務事業の見直し、外郭団体の整理

等によって財源捻出すべき。 

（174 件）

・ 経費節減に努力を重ね、どうしても足

りないお金は税金でまかなってもいい。

市も努力しているというところを見せ

てほしい。 

・ 横浜市の予算規模から言えば 38 億円

くらいはやりくり出来るはず。 

・ 政策の実行にあたって、歳出の枠内で

優先順位を付けていくのがあなた方の

仕事。 

・ 大型開発とかもっと削るべきことがあ

る。 

・ 既存の事業を見直して、不要な施設を

処分して、外郭団体を廃止して、職員を

リストラして、「これだけやりましたが

それでもこれだけ足りません。増税をお

願いします。」というのが筋だ。 

・ 日本一の大都市が、日本一税金が高く

なるということは、日本一非効率である

ということ。まず、なすべきことは非効

率の是正である。 

・ 市職員の年収が高すぎる。職種ごと、

年齢ごとに、民間との比較を行い公表す

べきである。 

 本市では、他都市に先駆けて、様々な

行財政改革を進めてきており、特に内部

経費については、徹底した削減に努めな

がら市政を運営しています。 

 具体的には、５年間の職員削減目標（▲

1,900 人）を２年前倒しで達成し、３年間

で▲183 億円の人件費削減を図り、人口

1,000 人あたりの職員数は政令指定都市

で最少（5.71 人）となっています。 

 また、職員給与についても、政令指定

都市で初めて、特殊勤務手当を原則廃止

し、▲29億円を削減しました。 

 このように様々な工夫を凝らし、事業

や内部経費の見直しを進めることで、こ

れまでも毎年 200 億円を超える収支不足

に対応してきたところです。 

 21 年度予算編成にあたっても、ゼロベ

ースからの事務事業の見直しを全庁的に

取り組んでいるところです。 
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・ 200 億程度の人件費削減では先が心配。

特殊な手当てを廃止したくらいを自慢

しているようでは困る。 

・ 市民にバランスシートを公表すべき。

それで財源の無駄が把握できる。 

・ 横浜市は破産しないように財政を立て

直すことが最重要課題。支出予算の削減

にもっと努力するべき。増税を考える前

に、オンブズマン制度、会計監査制度

等々を考えた方が賢明。 

等

 Ｇ30関連の地元還元等を見直し、緑の

保全に充てるべき。 

（17件）

・ Ｇ30の地域還元の一部を活用できない

のか。 

・ Ｇ30で節約できた分をまわせばよい。

 

等

 Ｇ30 地域還元事業は、多くの方にＧ30

にご協力をいただき、大きな成果をあげ

ている中、地域での日頃の取組に感謝す

るため、市民の皆さまに分別していただ

いた資源物の売却収入を原資として、Ｇ

30 の成果の一部を地域に還元しているも

のです。事業費は、19年度、20年度とも

３億円となっています。 

 実施内容は、地域の様々なニーズや要

望に対応できるよう、公益性があり地域

で役立つ物品の配布、「地域Ｇ30活動委員

会」の活動費に充てること、また、緑の

保全に活用してほしいという要望にも応

えられるよう、「よこはま協働の森基金」

への寄附もメニューに加え、これらの中

から地域で選択していただくこととして

います。 

 このような事業の趣旨・目的と内容か

ら、Ｇ30地域還元事業の事業費の全てを、

横浜みどりアップ計画（新規・拡充施策）

（素案）の事業費として活用することは

考えていません。 

 開港 150 周年記念事業を見直して財源

捻出するべき。 

（11件）

・ 開港 150 周年事業はなくても市民は困

らない。一時のお祭り騒ぎに金を使うぐ

らいなら緑地の保全に振り向ければよ

い。 

等

 開港 150 周年記念事業は、これからの

150 年を見据えた都市・横浜の新たな価値

の創造の契機とするために実施するもの

であり、米軍施設返還と跡地利用の推進

など、将来の横浜につながる施策を実施

するとともに、記念イベントを開催し、

365 万市民の皆さんとお祝いすることは、

意義深いものであると考えます。 
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 みなとみらい地区等の大企業向け予算

を削って財源捻出するべき。 

（４件）

・ 大企業に対する誘致活動のために使

っているお金をやめればいい。企業立

地のための補助金や固定資産税の減免

をやめれば結構な金額になる。 

等

 これまで、独立行政法人都市再生機構

が施行する土地区画整理事業などによ

り、みなとみらい 21地区の道路・公園な

どの整備を行ってきましたが、平成 22年

度末終了予定の土地区画整理事業を含

め、基盤施設整備は、ほぼ完了していま

す。こうした都市基盤の整備は、計画的

な街づくりを進めるうえで欠かせないも

のであると考えています。 

 また、企業立地促進条例を活用した企

業誘致がありますが、これらは、市内企

業の事業機会の拡大や市民雇用の確保な

ど、経済活性化を図るとともに、立地し

た企業からの新たな市税収入が見込ま

れ、本市の財政基盤強化にも寄与するも

のと考えています。 

 

 市債を活用すべき。 

（２件）

・ ある市は、20億円の市債を発行して業

者から緑地を買い取った。 

等

 ご指摘のとおり、緑地保全を目的とし

た特定の公募債を発行する自治体もある

ようです。 

 一方、こうした公募債の発行にあたっ

ては、利息の支払い以外に金融機関の手

数料や広報宣伝費がかかり、しかも一般

的に発行額が小額で小口の購入者が多い

ことから、その他の市債と比べ割高にな

るなどコスト面での課題もあります。 

 市債の活用にあたっては、こうした点

への留意も必要であると考えています。

 

 市債の活用は控えるべき。 

（１件）

・ 将来にわたって負担を強いることにな

る市債に頼ることは極力控えるべき。 

 

 厳しい財政状況にあっても、将来的に

市債残高を着実に減らしていくととも

に、過去の債務に対して適切に対処して

いくことにより、将来にわたり「持続可

能な財政の確立」を目指していく必要が

あります。 

 一方で、市債は、世代間の負担の公平

化を図るという機能も有しておりますの

で、これからも一定の財政規律のもとで、

社会資本の整備に有効に活用していきた

いと考えています。 
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(イ) 寄附・募金の拡充などによる財源確保を求めるご意見（27件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 寄附、募金等による資金の確保に努め

るべき。 

（17件）

・ 緑の大切さを市民にＰＲし、理解を得

て寄附、募金等による資金の確保に努め

る。 

・ 募金やチャリティーでお金を集める。

年に何回か行っていけば、市民も緑に対

する自覚が出てくる。 

等

 

 計画に必要となる財源の確保に向け、

緑化イベントなど様々な機会を通じ、寄

附金の募集や募金活動を積極的に行うほ

か、企業からの支援や協賛金の協力依頼

などを実施していく予定です。 

 あわせて、いわゆる「ふるさと納税」

の制度を活用した寄附金の募集にも努め

ていきます。 

 

 横浜みどりアップ計画に反するものか

ら罰金や違反金、協力金を徴収すべき。

（６件）

・ 横浜みどりアップ計画に反するものか

ら違反金を徴収する制度が必要。 

等

 横浜みどりアップ計画に反する行為等

について、罰金の対象とすることは考え

ていませんが、緑化のイベント等を通じ、

寄附金や協力金の確保に努めていきま

す。 

 

 

 

 緑を活用して収益を上げるべき。 

（３件）

・ 農業振興、農地保全として市民農園の

拡充・有料化を検討する。 

等

 横浜みどりアップ計画（新規・拡充施

策）（素案）では、市民農園等を整備して、

市民に貸し出すこととしており、これに

伴う収入等についても検討していきま

す。 

 

 

 ネーミングライツを活用すべき。 

（１件）

 

 今年度から取組を始めました「企業提

案によるネーミングライツ制度」の活用

などによる財源確保にも取り組んでいき

ます。 
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（４）固定資産税・都市計画税の軽減について 

 

ア 提出されたご意見の分類 

ご意見の分類 ご意見の件数 

固定資産税・都市計画税の軽減を求めるご意見 ３１ 件 

軽減に反対するご意見 ２ 件 

合     計 ３３ 件 

 

イ ご意見の主旨とそれに対する現時点の考え方 

(ア) 固定資産税・都市計画税の軽減を求めるご意見（31件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 山林等の固定資産税を軽減し、緑地の

確保に力を入れるべき。 

（23件）

・ 緑地保全制度等の拡充を図り、固定資

産税の軽減による緑地の確保にもっと

力を入れるべきだ。 

・ 横浜の緑の多くが民有地に依存してい

ることを考えると、土地所有者の固定資

産税の負担をなくすのは良い方法だ。 

・ 市街化区域内にある斜面緑地につい

て、固定資産税、相続税の大幅な減免方

策を設けられたい。 

等

 

 

 本市では、緑の環境をつくり育てる条

例に基づいて指定された緑地（市民の森、

緑地保存地区等）について、固定資産税・

都市計画税の減免措置（全額減免）を講

じています。今後、広くこの制度の周知

を進め、対象の拡大を図っていきます。

 既存の宅地等で多くの緑を確保してい

る所有者の固定資産税を軽減すべき。 

（４件）

・ 500 坪、1,000 坪の宅地を所有する方

に対する固定資産税の免税はないもの

か。 

・ 定められた本数以上や規定のない部分

への植樹をした人には助成金を出して

ほしい。 

等

 

 

 今回、緑の保全・創造を推進するため、

新たに、緑化認定証の交付を受けた一定

の要件を満たす建築物敷地について、固

定資産税・都市計画税の軽減措置を導入

していきたいと考えています。 
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 軽減の対象を小規模なものにまで広げ

るべき。 

（２件）

・ すべての敷地を調査し、500 ㎡以下の

建築物も対象にしてほしい。 

等

 緑化認定証の交付を受けた一定の要件

を満たす建築物敷地に対する固定資産

税・都市計画税の軽減措置については、

前提となる「緑の環境をつくり育てる条

例」などでの緑化の協議が 500m2以上の建

築物敷地を対象としていることから、軽

減する緑地部分の確認などのため、軽減

措置の対象についても 500m2 以上として

います。 

 

 

 市街化調整区域の農地について、固定

資産税の減額をしてほしい。 

（１件）

 農家の敷地内等にある一定の農業用施

設用地について、一般農業用施設用地の

税額との差額相当額の軽減措置を導入し

ていきたいと考えています。 

 なお、市街化調整区域内の農地につい

ては、宅地等農地以外の土地や市街化区

域内の農地と比較すると、現時点でも、

既に低く抑えられていると考えますの

で、これ以上の軽減は困難です。 

 

 

 固定資産税が負担ということであれ

ば、市で物納を認めるようにしてはどう

か。 

（１件）

 物納制度は、相続税について、即時金

銭納付が一般的に困難であるという理由

から認められています。しかし、その他

の国税や地方税では認められておらず、

本市において、固定資産税の納付に物納

制度を導入することは困難です。 
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(イ) 軽減に反対するご意見（２件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 工場建設や大規模マンション開発等で

緑を減少させたにもかかわらず、一定の

緑化を行った敷地の固定資産税等を減免

する制度は賛成できない。 

（１件）

 今回の軽減措置（緑化認定証の交付を

受けた一定の要件を満たす土地）は、緑

の環境をつくり育てる条例等に定められ

た基準を超えた緑化の誘導を図るもの

で、税制研究会の最終報告においても、

インセンティブ効果が見込まれるとのご

意見をいただいています。 

 このような観点から、今回、新たな税

制の一環として、導入していきたいと考

えています。 

 

 

 期間限定の優遇措置は不公平。 

（１件）

 緑を保全・創造する取組は、長期・継

続的な視点に基づいて行う必要がありま

すが、一方で、軽減措置を講ずる以上、

期間を区切って目標を定め、しっかりと

軽減効果の検証を行っていく必要がある

と考えています。 

 まずは、５年間でしっかりと取組を進

め、その後については、その間の成果の

検証等を踏まえて、検討していきたいと

考えています。 
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（５）その他について 

 

ア 提出されたご意見の分類 

ご意見の分類 ご意見の件数 

市民の皆さまへの周知の進め方等についてのご意見 １３６ 件 

合     計 １３６ 件 

 

 

イ ご意見の主旨とそれに対する現時点の考え方 

(ア) 市民の皆さまへの周知の進め方等についてのご意見（136 件） 

ご意見の主旨 現時点の考え方 

 もっと市民の意見を聴いて進めるべき

であり、拙速に進めるべきではない。 

（77件）

・ 市民の大多数はみどり新税を知らな

い。 

・ 市民に新たな負担を押しつける前に、

徹底して市民の意見をくみ上げるべき。

・ 緑新税について、市民の間でどれぐら

い議論されたのか、論議不足なのではな

いか。 

・ もう少し、行政側が地域住民にみどり

税が必要とされる理由を丁寧に説明し

周知徹底を図るべき。 

・ ８月の市民アンケートは対象者が少な

く、これによって市民が理解していると

はならない。 

・ 選挙で信を問うてからにすべき。 

等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今年７月に横浜みどりアップ計画（新

規・拡充施策）（素案）がまとめられて以

来、税制研究会の最終報告、１万人・１

千社アンケートの実施結果等を踏まえ、

本市としての税制案をとりまとめ、10 月

18 日から、意見募集を行ってきました。

 今回の意見募集は、市会でご審議いた

だく条例案を取りまとめるために実施し

たものですが、他に実施した団体説明会

や地域説明会などの場で提起された意見

も、意見募集の整理結果と、ほぼ同様の

項目となっており、いただきました 711

通、1,893 件の意見によって、条例案の前

提として検討すべき事項については、把

握することができたものと考えていま

す。 

 



 45

 広報紙の内容がわかりづらい。 

（20件）

・ 「緑を守る」というタイトルではなく、

新たな税負担を求めていることを明確

にして広報すべきである。 

・ 活字が小さすぎ、内容がわかりづらい。

・ 緑減少の要因が理解できる資料とすべ

き。 

等

 今回の横浜みどりアップ計画（新規・

拡充施策）の推進に向けた新たな税制案

については、「税はあくまでも政策目的実

現のための手段であり、どのような施策

を行うかが重要である」との認識のもと、

検討を進めてきました。 

 このような観点を踏まえ、広報紙の作

成にあたっても、まずは前提となる緑の

状況やそれに対する横浜みどりアップ計

画（新規・拡充施策）（素案）の取組を前

面に掲げているものです。 

 活字が小さすぎるなど、ご指摘につい

ては、今後の広報紙の作成に活かしてい

きます。 

 

 市民意見募集期間が短すぎる。 

（17件）

・ 実施期間が１か月足らずとはあまりに

も早急ではないか。 

・ こんなに早急に案内と返事とは無理な

話だ。 

・ 期間が短く、本当に市民の意見を聞く

気があるのか疑問。 

等

 

 今回の市民意見募集は、他のパブリッ

クコメントや市民意見募集等の期間と

ほぼ同等の期間で実施しています。 

 

 

 市民意見募集の周知が足りない。 

（16件）

・ 広報紙を全戸配布すべき。 

・ 地区センターや図書館に広報紙がなか

った。 

・ 市民に周知徹底させるには自治会の回

覧がかなり効果的だ。 

等

 今回の意見募集は、議会でご審議いた

だく条例案の作成にあたり、市民の皆さ

まにご意見を伺って必要な反映を行うこ

とを目的とし、本市のパブリックコメン

トの例にならって実施したものでありま

す。多数のご意見（711 通）をいただき、

条例案で検討すべき点等については、皆

さまのご意見の傾向を把握することがで

きたものと考えています。 

 

 市政のあり方を変更すべき。 

（６件）

・ 高齢者対策等市政の変更を考えよ。 

等

 

 ご意見として、今後の市政運営の参考

とさせていただきます。 
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